
地
域
金
融
機
関
が
農
業

向
け
支
援
に
積
極
的

と
は
い
え
、
そ
も
そ

も
農
業
融
資
に
お
け
る
民
間
金

融
機
関
の
割
合
は
小
さ
い
。
農

林
中
央
金
庫
の
デ
ー
タ
に
よ
れ

ば
、
日
本
に
お
け
る
農
業
関
連

融
資
の
残
高
は
２
０
１
７
年
３

月
末
で
4.2
兆
円
だ
が
、
こ
の
う

ち
56
％
は
Ｊ
Ａ
（
農
業
協
同
組

合
）
や
農
林
中
金
な
ど
が
運
営

す
る
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
が
、
28
％
は

日
本
政
策
金
融
公
庫
が
そ
れ
ぞ

れ
占
め
、
国
内
の
銀
行
な
ど
が

占
め
る
割
合
は
全
体
の
16
％
ほ

ど
し
か
な
い
。

た
だ
、
日
本
銀
行
の
統
計
に

よ
る
と
、
国
内
の
銀
行
に
よ
る

農
林
業
へ
の
貸
出
残
高
は
増
え

続
け
て
い
る
。
19
年
３
月
末
は

７
９
６
４
億
円
と
な
り
、
５
年

前
と
比
べ
30
％
以
上
増
加
し
た
。

同
様
に
、
国
内
の
信
用
金
庫
に

よ
る
農
林
業
向
け
貸
出
残
高
も

増
加
基
調
で
推
移
し
て
お
り
、

地
域
金
融
機
関
に
よ
る
農
業
支

援
へ
の
積
極
的
な
姿
勢
が
伺
え

る
。実

際
こ
う
し
た
動
き
は
以
前

か
ら
見
ら
れ
た
よ
う
で
、
農
林

中
金
総
合
研
究
所
食
農
リ
サ
ー

チ
部
の
長
谷
川
晃
生
部
長
代
理

は
、
「
地
方
銀
行
が
農
業
向
け

融
資
に
積
極
的
に
な
っ
た
の
は

05
年
か
ら
だ
」
と
し
、
こ
う
続

け
た
。

「
背
景
に
あ
る
の
は
、
ま
ず

地
銀
の
融
資
先
と
な
り
得
る
農

業
法
人
が
増
え
た
こ
と
。
09
年

か
ら
は
一
般
企
業
に
よ
る
借
地

で
の
農
業
が
可
能
に
な
り
、
新

規
参
入
が
急
増
し
、
地
銀
は
こ

れ
ま
で
希
薄
だ
っ
た
農
業
分
野

に
展
開
し
た
わ
け
だ
。
ま
た
、

農
家
が
販
路
拡
大
を
志
向
す
る

一
方
、
食
品
会
社
に
よ
る
地
元

農
産
物
の
調
達
ニ
ー
ズ
も
高
ま

り
、
豊
富
な
顧
客
網
を
持
つ
地

銀
は
農
家
と
食
品
関
連
会
社
を

つ
な
ぐ
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ

な
ど
の
支
援
の
領
域
を
拡
げ

た
」
。

阿
波
銀
、

農
業
支
援
強
化

実
際
、
地
域
金
融
機
関
は
、

融
資
を
は
じ
め
、
販
路
拡
大
や

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
な
ど
、

農
業
向
け
に
様
々
な
支
援
を
行

っ
て
い
る
。

た
と
え
ば
、
徳
島
県
の
地
銀
、

阿
波
銀
行
は
05
年
よ
り

農
業
向
け
融
資
を
始
め
、

現
在
は
農
業
近
代
化
資

金
な
ど
の
国
の
制
度
融

資
や
日
本
政
策
金
融
公

庫
と
の
協
調
融
資
と
と

も
に
、
農
業
者
の
運
転

資
金
用
途
を
想
定
し
た

カ
ー
ド
ロ
ー
ン
式
の
独

自
の
融
資
を
実
施
。
農
業
向
け

融
資
残
高
は
18
年
３
月
末
の
85

・
２
億
円
が
19
年
３
月
末
に
は

93
・
７
億
円
へ
、
日
本
政
策
金

融
公
庫
の
代
理
貸
残
高
も
18
年

３
月
末
の
46
億
円
が
19
年
３
月

末
に
は
58
・
６
億
円
へ
そ
れ
ぞ

れ
増
え
て
い
る
。

た
だ
、
阿
波
銀
行
の
農
業
向

け
支
援
は
融
資
に
と
ど
ま
ら
な

い
。
農
家
へ
の
支
援
は
幅
広
く
、

販
促
サ
ポ
ー
ト
か
ら
６
次
産
業

化
や
ス
マ
ー
ト
農
業
の
導
入
支

援
ま
で
多
岐
に
亘
る
。
支
援
先

も
多
く
、
農
業
生
産
法
人
か
ら

個
人
事
業
主
ま
で
認
定
農
業
者

全
般
が
対
象
で
、
コ
ン
サ
ル
テ

ィ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
先
ま

で
含
め
る
と
、
年
間
の
訪
問
数

は
延
べ
２
０
０
を
超
え
る
と
い

う
。同

行
営
業
推
進
部
地
方
創
生

推
進
室
の
林
裕
己
経
営
役
は
、

「
当
行
で
は
、
事
業
承
継
問
題

に
悩
む
農
家
の
方
に
新
規
就
農

者
を
つ
な
ぐ
こ
と
で
農
地
の
貸

借
や
ノ
ウ
ハ
ウ
の
継
承
な
ど
を

サ
ポ
ー
ト
し
て
い
る
」
と
し
た

う
え
で
、
営
農
発
電
（
ソ
ー
ラ

ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
）
の
利
点
に

つ
い
て
こ
う
述
べ
た
。

「
当
然
な
が
ら
、
農
業
経
営

も
持
続
可
能
性
が
何
よ
り
も
重

要
で
、
赤
字
で
は
続
か
な
い
。

そ
の
点
、
長
期
に
亘
っ
て
売
電

収
入
が
得
ら
れ
る
営
農
発
電
は

有
効
だ
。
徳
島
県
は
営
農
発
電

が
盛
ん
な
地
域
で
も
あ
る
の
で
、

我
々
は
積
極
的
に
提
案
し
て
い

る
」
。

農
業
法
人
に
資
本
参
加

こ
の
よ
う
に
、
農
業
融
資
に

と
ど
ま
ら
ず
、
き
め
細
か
い
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
地
域
金
融

機
関
が
全
国
的
に
増
え
て
い
る

が
、
最
近
は
農
業
法
人
へ
出
資

す
る
動
き
も
あ
る
。
法
人
に
よ

る
農
地
所
有
の
規
制
緩
和
を
背

景
に
、
16
年
に
は
秋
田
銀
行
が

三
井
住
友
銀
行
や
秋
田
県
内
の

農
業
法
人
な
ど
と
共
同
出
資
で

新
し
い
農
業
法
人
を
設
立
し
た
。

鹿
児
島
銀
行
も
鹿
児
島
県
の
鹿

児
島
中
央
青
果
な
ど
地
元
企
業

ら
と
新
し
い
農
業
法
人
を
立
ち

上
げ
、
野
菜
の
栽
培
に
参
入
し

て
い
る
。

農
業
は
言
う
ま
で
も
な
く
地

域
に
根
差
し
た
地
域
の
基
幹
産

業
だ
。
と
す
れ
ば
、
地
域
経
済

を
支
え
る
地
域
金
融
機
関
が
地

域
の
農
業
を
支
援
し
、
あ
る
い

は
生
産
者
と
協
業
し
て
農
業
を

振
興
し
て
い
く
形
が
望
ま
し
い

の
か
も
し
れ
な
い
。

静 岡県島田市。SLが走る大井川
鉄道で有名なこの地に、『島田
ソーラーシェアリング発電所』

がある。太陽光発電設備の出力は390kW
で、2018年3月に稼働した。

太陽光発電設備の所有者は、再生可
能エネルギー発電所を開発する多摩川ホ
ールディングス傘下の合同会社GPエナジ
ーE。同社は地元企業から遊休農地の有
効活用に関する相談を受け、営農用太陽
光発電所の建設を計画。太陽光発電所建
設大手ウエストホールディングスにEPC（設
計・調達・建設）を発注し、島田市の農業
生産法人シダベジに下部農地での営農を
委託した。

GPエナジーEは、発電した電力を1kWh

あたり36円で売電して収入を得、土地の
賃借料を地主に、営農委託料をシダベジ
に支払うため、三方よしの仕組みと言える。

営農発電は農家の所得向上を目的に
始まった制度ゆえ、農家が発電設備の所
有者であることが多い。今回の場合は、農
家は設備を所有しないため、売電収入を
直接得ることはないが、営農委託料に加
え、農業収入を得ることができる。

注意すべき点は、太陽光パネルで日射
が遮られることによる農作物への影響だ。

シダベジの辻佑馬社長は、「日陰でも育
ちやすい作物を探すなど、試行錯誤してい
る」とし、「現在、本サカキやヒサカキを育て
ており、韮や蕗、枝豆の栽培も検討してい
る」という。

地域金融機関が農業向けの支援に積極的だ。
政府系金融機関の寡占市場だった農業融資で存在感を高めつつ、支援の幅を広げている。

地域金融が農業支援を拡大
融資、販促支援、取引斡旋から出資まで

阿波銀行営業推進部地方創生推進室
の林裕己経営役

GPエナジーEの営農用太陽光発電所。太陽光パネルの下ではサカキを栽培

農地のうえに太陽光パネルを設置し、
営農と発電事業の両立を図る営農発電（ソーラーシェアリング）。

農家が発電事業まで手掛けるのが一般的だが、営農だけを受託する場合もある。

三方よしの営農発電

［国内の銀行による農林業向け貸出残高］
残高は5年前と比べ3割増、設備資金残高は5割増
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出所：日本銀行『貸出先別貸出金』。残高は銀行勘定
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［国内の銀行による農林業向け設備資金の新規貸出額］
過去7年間増加基調で推移
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出所：日本銀行『貸出先別貸出金』
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［国内の信用金庫による農林業向け貸出残高］
銀行より増加率は低いものの年々増加基調
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400

2019年
3月末

▲

2018年
3月末

▲

2017年
3月末

▲

2016年
3月末

▲

2015年
3月末

▲

2014年
3月末

▲

2013年
3月末

▲

2019年
3月末

▲

2018年
3月末

▲

2017年
3月末

▲

2016年
3月末

▲

2015年
3月末

▲

2014年
3月末

▲

2013年
3月末

▲

2,3492,1371,8681,7201,6361,5501,453

7,9647,369
6,5496,2135,9026,0225,839

1,4071,2981,2431,1901,2011,1521,193

840879
688719

625
485

372

546505486460448403393

独創と革新のダイナミズム！

甦る地域農業
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